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平成23年2月24日 

各  位 

 

 会 社 名 片 倉 工 業 株 式 会 社  

  代表者名 代表取締役社長 竹内 彰雄 

   （コード：3001、 東証第1部） 

 問合せ先 執行役員企画部長 田中  淳 
 （TEL．０３－６８３２－０２２３） 
 

生物科学研究部門の一部事業譲渡に関するお知らせ 

 

 当社は、平成23年2月18日開催の取締役会において、シスメックス株式会社に対し生物科学研究部門

（同部門の松本分室を除く）を譲渡することを決議し、本日、同社との間で事業譲渡契約を締結すること

を合意いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．事業譲渡の理由 

当社は、シルクメーカーとして長年培ってきたカイコの飼育技術と、バイオ関連の遺伝子組換え技術

を融合した研究開発を進め、カイコによる遺伝子組換えタンパク質の生産サービス（Kaiko Express）

を中心とする事業を展開してまいりました。 

今般、当社は医療の分野で診断薬製品を製造販売しているシスメックス株式会社に、当該研究部門を

事業譲渡することで、同社が保有する診断薬製品を開発し製品化する技術と、当社のカイコによるタン

パク質の生産技術が直結され、これを組み合わせることで相互技術のシナジー効果により大きな医療貢

献につながるものと判断したものであります。 

なお、当社松本分室で実施している訪花昆虫事業、植物用殺菌剤事業は、従来どおり当社にて事業を

継続いたします。 

 

２．事業譲渡の概要 

 ⑴ 生物科学研究部門の内容（松本分室を除く） 

  イ．蛋白質生産サービス 

  ロ．超遠心分析受託サービス 

  ハ．研究関連製品 

  ニ．診断薬原料の生産・供給 

  ホ．その他の研究開発内容 
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 ⑵ 譲渡する事業の経営成績 

   譲渡部門の平成22年12月期の売上高は105百万円（連結売上高対比0.2%）となっております。 

 

 ⑶ 譲渡する資産、負債の項目及び金額 

譲渡資産、負債の項目及び金額は、当社の平成23年3月31日（事業譲渡期日の前日）時点の貸借

対照表に基づき確定いたします。 

 

 ⑷ 譲渡価額及び決済方法 

  イ．譲渡価額  約19億円（消費税別） 

  ロ．決済方法  現金決済 

（以下次葉） 
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３．事業譲渡先の概要 

⑴ 名 称 シスメックス株式会社 

⑵ 所 在 地 兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通1丁目5番1号 

⑶ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 家次 恒 

⑷ 事 業 内 容 
臨床検査機器、検査用試薬ならびに関連ソフトウェアなどの開

発・製造・販売・輸出入 

⑸ 資 本 金 88億2,400万円（平成22年3月31日現在） 

⑹ 設 立 年 月 日 昭和43年（1968年）2月20日 

⑺ 純 資 産 762億94百万円（平成22年3月31日現在） 

⑻ 総 資 産 979億25百万円（平成22年3月31日現在） 

⑼ 

 

大株主及び持株比率 
（平成22年3月31日現在） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 9.37% 
中谷忠子 7.80% 
中谷正 5.83% 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 5.21% 
有限会社中谷興産 5.01% 

⑽ 
上 場 会 社 と 
当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆

すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆

すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係 
当該会社の診断薬原料の生産及び開発受託、診断

薬原料タンパク質の継続的供給 

関連当事者へ

の該当状況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しませ

ん。また、当該会社の関係者及び関係会社は、当

社の関連当事者には該当しません。 

 

４．日程 

⑴ 取 締 役 会 決 議 平成23年2月18日 （金） 

⑵ 事業譲渡契約締結 平成23年3月3日 （木） 

⑶ 事 業 譲 渡 期 日 平成23年4月1日 （金） 
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５．会計処理の概要 

事業譲渡の損益については、特別損益に計上の予定です。 

 

６．今後の見通し 

本件による平成23年12月期の業績に与える影響につきましては、既に発表の業績予想に織り込み済

みであります。 

 

以 上 

 


